
賃金・労働 5 7 

85.産業別常用労働者月間平均出勤日数
(常雇規模30人以上)

調 査 調査産業計 運輸・ 卸売・ 金融・ 不 動 サーピ

年
(芸を駁)

建設業 製造業 小飲売食業庖， 
産業計 通信業 保険業 産 業 ス 業

昭和61年 2l. 4 21. 4 22.3 2l. 1 2l. 2 22.1 20. 9 2l. 1 2l. 1 

62 21. 4 21. 3 22.3 21. 1 21. 0 22. 2 21. 2 2l. 8 2l. 1 

63 21. 3 21. 2 21. 8 21. 0 2l. 3 2l. 5 2l. 2 2l. 4 21. 1 

平成元 21. 1 20.9 21. 8 20. 1 21. 3 21. 1 20.1 20. 9 21. 5 

2 20. 7 20.6 21. 3 20.4 20. 9 21. 0 19.5 20.8 21. 1 

注)毎月勤労統計調査による。

資料 統計課「毎月勤労統計調査地方調査年報J

86. 一般職業紹介状況

月間有効求聴者数 月間有効求人数 就職件 数

年度 充足 率

計 (うち)新規求 計 (うち)新規 計 (うち)男 (%) 

聴申込件数 求 人 数

昭和61年度 615 800 127 925 327 085 114 186 25 580 16 044 7.2 

62 562 992 110 309 416 766 154 309 24 494 15 405 5.0 

63 515 309 98 151 533 581 186 406 23 367 14 471 3. 6 

平成元 455 530 83 780 542 225 188 176 19 205 11 594 3. 1 

2 398 142 16 875 535 108 184 231 17 431 10 320 3.0 

注) 1. 一般とは，常用及び臨時・季節労働者をいう。パート関係日雇及び新規学校卒業者を

除く。

2. 月間有効求職者とは， r前月より繰越された有効休職者数」と当月の「新規求職申込件

数」の合計数をいう。

3. 月間有効求人数とは， r前月より練越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合

計数をいう。

資料 融業安定課「聴業安定行政年報」


